
事業目的

事業概要

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

副業・兼業支援補助金 経済産業政策局産業人材課

令和４年度補正予算額 43 億円

構造的な賃上げの実現に向けて、企業間・産業間の労働移動の円滑化等を進め

ることが必要。こうした観点から、副業促進に向けた支援を講じる。

労働移動円滑化のため、副業に人材を送り出す企業または副業の人材を受け入

れる企業へ、これらに要する費用の一部を補助する。

成果目標

企業間・産業間の労働移動の円滑化を進める観点から、副業・兼業を促進する。

補助
（定額）

補助
（1/2）

国 民間事業者民間事業者


